
租聴許訟学会一一

「納税者支援調整官」制度の現状と課題
一苦情処理事案の分析と国際比較を通して一

税理士・青山学院大学大学院法学研究科講師　長谷川　博

はじめに

納税者支援調整官は，平成13年（2001年）6

月29日付国税庁長官の「納税者支援調整官の事

務運営について（事務運営指針）」に示されて

いるように財務省組級洩別により設置された制

度である。

納税者支援調整官は，申告納税制度が円滑に

機能するよう，適正かつ公平な課税の実現に努

め，納税者の理解と信頼を得るという税務行政

運営の基本的な考え方を踏まえ，納税者から寄

せられた苦情及び困りごとについて，納税者の

立場に立って迅速かつ的確に対応し，もって税

務行政に対する納税者の理解と信頼を確保する

ことが任務とされている。

このように納税者支援調整官の職務は，納税

者の苦情を受け付け，その処理に必要な事務を

行う苦情処理機開である。

苦情処理手続とは，税額等の法律的な争いを

解決する不服申立て（異議申立てや蕃査請求）

とは異なり，納税者が国税の徴収手続や税務調

査等の過程で生ずる税務署職長の対応に対する

不満等の申立てに対して，その解決策を講ずる

ための手続をいう。

納税者の税務行政に対する苦情処理（納税者

保減作）制慨は，諸外国では既に整備されてお

り（後褐する別表参照），比較的遅れて導入さ

れたわがl長1の納税者支援調整官制度が，納税者

の二．■椚甘処理機能■又は権利救済機能を果たしてい

るかどうかを考解することは重要であり，その

ために（．にの馴化のJ凡ごl夫を分析し，諸外国の苦

情処理制度と比較する必要がある。

筆者は，従来からわが国において納税者の親

藩行政に対する苦情処理制度の必要性を指摘し

ていた（t）が，平成13年に納税者支援調登官制

度が導入される前の苦情処理の状況及び導入さ

れた彼の実状について，数名の税理士とともに，

4か所の国税局における納税者支援調整官が扱

った苦情処理事案に対する情報開示請求を行い，

開示された「苦情処理整理表」を分析してきた。

このような分析は，おそらくわが国では初めて

の試みであると思われる（2）。

本稿では，わが国の納税者支援調整官制度の

実態分析や筆者が行った納税者支援調整官に対

する苦情申立ての経験も踏まえながら，現在の

納税者支援調整官制度の問題点を拇嫡するとと

もに，韓国やその他の主要国における納税者保

護官制度との比較検討を行い，わが国での納税

者権利保讃制度のあるべき姿について提言した

い。

Ⅰ　納税者支援調整官制度

1設置されている納税者支援調整官の
数

納税者支援調整官は，平成13年に導入された

当初は，11の国税局及び31か所の税務署に設置

され，その後17か所の税務署に追加され，現在

全国524の税務署中59か所（10％超）の税務署

で導入されている（3〉。
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2　納税者支援調整官の任務

納税者支援調整官は，申告納税制度が円滑に

機能するよう，適正かつ公平な課税の実現に努

め，納税者の理解と倍額を得るという税務行政

運営の基本的な考え方を踏まえ，納税者から寄

せられた苦情及び困りごとについて，納税者の

立場に立って迅速かつ的確に対応し，もって税

務■行政に対する納税者の理解と信頼を確保する

ことが任務とされている。

3　苦情処理の事務手続

（1）苦情の申し出と処理手続

（D．納税者からの苦情の内容を懇切かつ丁寧に

聴取する。

（診　聴取内容に基づき，速やかに担当者及びそ

の上司（担当者等）から事情を確認するなど

事実関係を調査する。

③（むの調査結果を当該納税者へ迅速かつ正確

に説明する。

④　③の説明によっても当該苦情の処理が完結

しない場ノ飢こは，当該納税者と担当者等との

面会の機会を持ち，これに立ち会い，円滑な

解決に努める。

（診　④の手順によっても当該苦情の処理が完結

しない場一合には，税務署の幹部による対応と

調整する。

⑥　上記事務処理に閲し，国税局の納税者支援

調整官及び税務署の総務課長と綿密な調整を

行う。

⑦　納税者支援調整官が派遣されていない税務

署の苦情処理については，①の聴取を行った

上で迅速かつ的確に所管税務署の総務課長又

は国税局の納税者支援調整官に引き継ぎ，そ

の旨を当該納税者に連絡する。

（2）苦情の処理・解決手続

税務署の納税者支援調整官は，納税者からの

苦情の申し出がなされた日から原則として3日

以内に当該苦情を処理するよう努める。3日以

内の処理が困難な場合には，当面の処理方針を

決定し，当該納税者に対し速やかに連絡する。

その納税者支援調整官は，苦情処理の経緯及

びてん未について，処理の進展の都度整理しそ

の内容を国税局の納税者支援調整官を経由して

国税局総務部総務儲長に報告する。

また，納税者支援調整官が派遣されていない

税務署の総務課長は，納税者支援網整官の果た

すべき役割に十分に留意して所管する苦情の適

切な解決に努める。

国税局の納税者支援調整官は，特に必要があ

ると認められるときは，国税局総務部総務課長

に意見を具申することができる。

さらに，納税者支援調整官は，苦情の処理に

当たり事務運営の改善等を検討する必要がある

と認めるときは，国税局派遣監督評価官重にそ

の旨を連絡する。

ⅠⅠ納税者支援調整官制度導入前と

後の苦情処理件数の概要

東京国税局管内でみると，この制度導入前は，

税務署等の税務相談室や総務課が事実上苦情の

処理を扱っていたが，その状況は，東京国税局

から情報開示請求で入手した「苦情事案の税目

別受理及び処理状況」によれば，税務相談室の

統計であるが受理合計が平成11年度で376件

（10年度358件），うち主張を認めたものは0件

（10年度1件）であり，実態は，納税者の苦情

がほとんど受け入れられていなかったというこ

とができる。

納税者支援調整官制度がスタートした平成13

年7月から平成14年6月までの苦鰐処理件数は

約310件である。また，平成14年7月から平成

15年6月までの苦情処理総件数は308件で，う

ち謝罪をしたものは約53件（17％）である。さ

らに，平成16年7月から平成17年6月までの1

年間の納税者支援調整官の苦情処理件数は346

件で，うち謝罪をしたものは約72件（20％）で

ある。

他局でみると，関東信越周税局の平成15年7

月から平成16年6月までの1年間では．苦情処

理件数（納税者支援調盤官担当233件，同調整

官以外81件）は合計314件で．うち謝罪をした

ものは納税者支援網服官担当事案で約68件（29

％）である．一
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また，名古屋l卦睨局の平成15年7月から平成

16年6月までの1年間では，苦情処理件数（納

税者支援調整官担当179件，同調整官以外269

件）は合計448件で，うち謝罪をしたものは納

税者支援調整官担当事案で豹68件（38％）であ

る。

さらに，大阪国税局の平成16年4月から平成

17年4月までの1年間の苦情処理件数は261件

で，うち謝罪をしたものは釣95件（36％）であ

る。

このように，各国税局において年間の苦情処

理件数がおおむね250件－400件あり，うち謝罪

した件数が20％～30％近くあることが示されて

いる。

ⅠⅠⅠ苦情処理整理表の区分分析と
傾向

苦情処理整理表については，次のように区分

して分析することができる。

（り　苦情申立人

本人によるもの，代理人（税理士）によるも

のがあるが，本人によるものが多い。

（2）苦情申立ての方法

電話，メール，投書，面接などがあるが，電

話によるものが多い。

（3）苦情事案の分類（苦情が多い順）

①　税務職員の対応・態度（相談時，指導時，

納税・徴収時，税務調査時など）

②　税務指導の誤り

④　書類発送の誤り

⑤　税情報管理の誤謬に起因するもの

⑥　税務行政以外のもの

⑦　税法・税制に対するもの

（診　その他

税務職月の対応・態度に関する苦情が多いが，

親藩指導の誤りや喜好発送の誤りも比較的多い

ことが分かる。

（4）処理方法

事情徴収→事実確認→処理という流れで行わ

れている。

（5）処理てん未による分類

①　謝罪（口熱，文書）

β4

②．i兄l刑・納一柑

（診　言脚り卜不納柑

④　静観（対応せザ）

（9　処理継続

税務職月の対応・態度のまずさ，税務指導の

誤り，書顆発送の誤りについては比較的謝罪を

行っているが，税務調墟に関する税務職員の対

応に対する苦情については，課税庁に任せる傾

向にありト納税者支援調整官の破庵的な対応策

が請じられていない。

ⅠⅤ　苦情処理事案（概要）の紹介

1大阪国税局での納税者支援調整官の

苦情処理事案

本稿では，平成16年4月から平成17年4月ま

での1年間の苦情処理整理票（261件）から抽

出した27事例（概要）を紹介する。

N o ．1 什相 月 ．8　　　　　　　　　　　 西宮 暑

訂 正 申 告の 対 応 等

苦 情 の 内容 地 区相 談 会 場 で職 員 の指 導 で 申 告 。後 臥

障 害者 控 除 が 漏 れ て い た ため 訂 正 申告 し

た と こ ろ． 職員 が差 し替 えて お く と言 つ

た に もか か わ らず． 当 初 申 告 の ま まで 遷

付 され た。

処 理 てん 末 納 税 者 宅 に臨 場 し， 謝 罪 した が ， 署長 の

官 印 を押 した 謝 罪文 に こ だわ った ため ，

納 得 は得 られ な か った。

後 日， 再 度 謝 罪 を申 し述 べ た とこ ろ． 最

終 的 に は理 解 を得 られ た。

N o ．2 日用 ．3 ．2 2　　　　　　　　　　　 田辺署

調 査 の 処理 につ い て

苦情 の内 容 所 得 税 調 査 結 果 に つ い て． （計量 加 算 税

（売 上 漏 れ）． （診修 嬉 費． ③ 娘 婿 （申 立

人 〉　の 同 席 を拒 否 （調 査 取 りま と めの 来

署 時 ） に閲 し不 満 を申 立 て。

処 ■哩 てん末 署 長 ， 絶 策謀 長 一　個 人 1 統括 官 が 内容 を

再 検 討 の結 果　 ① 加 算 税 （こつ い て は葺 課

の判 断 は再 検 討 す る。 ②修 繕 卦 こつい て

は 内容 を再 検 討 す る。 （∋同 席 を 認 めな か

っ た こ とに つ い て は， 配 慮 が足 らなか つ

た こ と を謝 罪。 以上 を説 明 し申 出 人の 理

解 を得 た。

N 0 ．3 H ．18 ．4 ．7　　　　　　　　　　　 草 津 署

還 付 金 の ＝ 重還 付

苦 情 の 内 容 還 付 申 告 の 還付 金が 二 重 lこ支 払 われ て い

る。 事 実 関係 を確 認 の 上 固答 して欲 しい。
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処 一哩 て ん 末 税 務 署 は 争 い に 介 入 で き な い。

調 査 の 中 身 に つ い て は 税 務 署 が 対 応 す る 。

N o ．†l H 18 ．8 ．2 0

預 金 羞 押 え に 係 る簡 明 に つ い て

苦 情 の 内 容 分 納 支 払 計 画 書 を 提 出 す る こ と を 約 し た

に も か か わ ら ず ． 突 然 ， 現 行 預 金 （社 員

の 給 与 支 払 分 ） の 差 押 え を 受 け た 。 こ れ

に よ っ て 倒 産 し ろ と い う こ と で す か と 問

う と， 結 果 そ う な る な ら， そ う い う こ と

で す ． と の 返 答 を 受 け た 。

処 理 て ん 末 総 務 課 長 と徴 収 1 続 庵 官 が 会 社 事 務 所 に

赴 き ． 事 実 関 係 を 説 明 す る と と も に ， 不

適 切 な 発 言 部 分 に つ い て 謝 罪 し 了 解 を 得 ．

今 後 の 納 付 計 画 を再 度 協 諌 す る こ と と な

っ た 。

N o ．1 2 H 1 6 ．8 ．18

調 査 に お け る担 当 者 の 対 応 に つ い て

苦 情 の 内 容 所 得 税 の 無 予 告 調 査 が あ り， 後 日 次 回 調

査 日 の 連 絡 を 受 け た 際 ． 携 帯 コ ピ ー 機 の

持 込 み に つ い て 申 し 出 が あ っ た が ， 後 日

返 事 す る 旨 伝 え た と こ ろ ， 5 人 で 調 査 に

行 く乳　 脅 か さ れ た 。

処 理 て ん 末 言 葉 の 行 き 違 い が あ っ た こ と に つ い て 謝

発 し． 調 査 に 対 す る 理 解 と 協 力 を求 め た

と こ ろ ． 理 解 が 得 ら れ た 。

N o ．1 3 H 川 ．9 ．8

調 査 先 の パ ソ コ ン の 取 扱 い に つ い て

苦 情 の 内 容 調 査 担 当 者 が 自 社 の パ ソ コ ン を操 作 し た

こ と に よ り、 1 6 年 6 月 以 降 の デ ー タ ー が

す べ て 消 え た 。

処 理 て ん 末 法 人 担 当 副 署 長 及 び 法 人 課 税 1 統 括 官 ．

9 統 括 官 が 謝 罪 す る と と も に ， 署 の 責 任

で も っ て デ ー タ ー の 復 旧 を 行 う こ と で 本

人 の 了 解 を得 た 。

N o ．14 H 16 ．8 ．5

税 理 士 法 の 書 面 添 付 制 虐 に つ い て

苦 情 の 内 容 譲 渡 所 得 に つ い て ， 税 理 士 法 3 3 真 の 2 に

基 づ く書 面 添 付 を 行 っ た に も か か わ ら ず ，

「譲 渡 所 得 の 申 告 内 容 に つ い て 」 が 送 付

さ れ て き た。

処 理 て ん 未 副 署 長 が 税 理 士 事 務 所 を 訪 問 し． 李 朝 の

不 手 際 に つ い て 謝 罪 した 。

N 0 ．1 5 H 柑 ．6 ．2 4

申 告 相 談 時 の 冒 葉 遣 い に つ い て

苦 情 の 内 容 確 定 申 告 の 相 談 に 署 に 行 っ た 際 ， 担 当 者

は 犯 罪 者 に 言古す か の よ う に 命 令 口 調 で あ

り， 不 勉 強 で 質 問 lニも 答 え ら れ な か っ た 。

処 理 て ん 末 謝 罪 を行 い た い 旨 申 し 出 た が ， 申 立 人 は

来 著 し な か っ た 。

N o ．柑 H 柑 ．9 ．2 9

電 話 加 入 権 の 羞 押 解 除 に つ い て
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苦情の内容 喝話加入権が理由もなく署に毒し押えら

れているため契約解除がでさず．電話基

本料金を支払い続けている。

処理てん末 徴収統括官が臨場し，姜押解除通知竜 を

交付し，董押解除漏れについて謝罪。

N o．17 H 16．11．8

物納許可通知書及び収納済通知書の送付

方法について

苦情の内容 相続税の物納の件で送付されてきた通知

怒に発信人の表示がない。また，収納済

通知番は，安全性のため答留等で送付す

ペきである。

処理てん未 発信人のない封筒については，謝罪する。

また，収納清適知育は今後．簡易書留に

変更する旨伝えて了解を得た。

N o ．18 H 16．11．16

期限後申告について

苦情の内容 所得税の申告雷を期限内に提出している

にもかかわらず，期限後申告を憩憑され

無申告加算税を賦課された。

処理てん未 統括官等が自宅に隊凰　 担当副署長．個

人 1統括宮が勤頚先に臨場し謝罪すると

ともに．還付金通知番及び加算税取消通

知馨を手交する。

N o．19 H 18．12．g　　　　　　　　　　　 宇治署

修正申告の提出について

苦情の内容 職員の指導のもと不動産所得に係る申告

書を提出したが． 5 月に必要経費につい

て呼び出しがあり．さちに9 月にも別項

目で呼び出された。問題点を一度（コ説明

すべきである。加算税も納得できない。

処理てん末 一連の職員の対応が指導不足であったこ

とを認め謝罪したところ．申出人の了解

を得た。

N o．20 H l†．2、1　　　　　　　 国税局徴収課

滞納処分に係る督促状の送付について

苦情の内容 過去 （H 12， H 13）の滞納に係る督促状

が届いたので 「なぜこれはど時間がかか

ったのか」を尋ねたが．明確な回答がな

〈，非常に不愉快な対応がなされた。

処理てん末 職員の対応で不快に感じた点について謝

罪したところ一理解を得られた。

N o．21 H り ．1．25　　　　　　　　　　　 相生署

税務調査について

苦憤の内容 税務調査を受け修正申告書を出したが，

内容が納得できないので撤回を申し入れ

たが応じてくれない。① 4 年前の調査時

には問墟がないと言われた事項について

修正させ られた。②延滞乳　 地方税等の

話はなかった。

処理てん末 支援詞整官と署総務課長が面談し説明す

るも納得せず。経過文書の交付は断った。
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No、22 H‖．～．相　　　　　　　　　　　 生野署

不動産の麹押えについて

苦情の内容 納税者に不動煎担保の馳習を受け納付す

るよう申し渡したところ．所有する不動

産はないとのこと。差押え不動産の確認

調査により同姓同名の別人の差押えが判

明した。

処理てん宋 錯誤による解除登記を行い，不動産所有

者宅へ臨場し謝罪を行い了解を得た。

No．～3 H17」．28　　　　　　　　　　　 大津署

生命保険契約の解像について

苦情の内容 生命保険葦押解除返戻金を取り立てられ

たが，（か本人に予告もせずに解約するの

はおかしい。②本人は入院中であり，給

付を受けている保険を解約していいのか。

③保険の給付が復活するように処分の撤

回を求める。

処理てん宋 保険会社から契約の回復を行う連絡があ

り解約金の返戻手続を行った。申出人宅

に臨喝し．納付計画を聴取したが，現在

の収入では納付不能であり，後日具体的

納付相談を行う約束をした。

No．封 HlT．2．17　　　　　　　　　　　　 明石署

タッチパネル作成申告書の交付について

苦情の内容 タッチパネルで作成した確定申告奮を■他

者に誤って交付した。他者分は控えを回

収し，申出人に連絡した。申出人から個

人情報保護法もあり．情報が漏れてしま

った重大な間是喜であり．責任者の一筆が

欲しい。

処理てん未 言射罪文の送付の要葦に対し，署長名の謝

罪文を作成し郵送することを決めた。

く謝罪文〉

Nl⊃．25 Hl†．3．9　　　　　　　　　　　 東大阪署

予定納税について

苦情の内容 H16年分の所得税予定納税分に閲し，事

前に納付稲毛炎を行い分割納付を認めたが，

第2期分を振替納税により引き落とされ，

さらに，分割納付中の残宅引こ対して納税

コールセンターより亀話催促された。

処理てん未 H17，3．17副署長と捻蓉課長が臨場し，

謝罪と覿明を行い，理解を得た。

No．26 H IT．3．18　　　　　　　　　　　 牧力署

申告書捜えの験発送

苦情の内容 自分の申告書控えでなく，別人のものが

返送されてきた。

処理てん未 確認の籍呆，返信用封筒の入れ違いであ

り．本人分控えは署に残っていた。

統括官が臨場し，ミスを謝罪の上，本人

の申告審控えを交付し，誤発送分の返却

を受け了解を得た。

No．2丁 H口．3．丁　　　　　　　　 国税局総務課

昼休みの対応について
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神佑のl人l写キ

仙丹り／J

い休みに確定申告の相談ができるよう（二

す‾ぺきである。

リラリーーマンは相談したくても相談でき

くlいのか．、

祥月＿の閉庁［木句＿の閉庁日対応について説明したとこ

ろ．附定ではなく昼休みに相談をしても

り入るよう考えて欲しいと．年し出て－

ノ㌦甚牒措用一切られた。

Jソ帆　船餌することとした．

ク　書見朔脚装に対する納税者支捷調整官

の弾庸の間佃

仙ZllⅧ■（ノIケ■ノイソ●ント法人に対する無予告の

嘲冊勘＝硝細畔（；人で行われ，同法人の代表

†l・f・酬射い州■．もん・いまま調査に着手した事案

卜来＝．叫粕川働け・j壱及び国税局の納税者支援

頼経ナ＝・ニ・肌釦帰Ⅷけ虹　これに対し，所轄著

＝川．枯侶／J棚抽トニ臨機Lた部下の言い分から代

トト与I．i↓lけ州／．リ：，i■い．予想したとおり，調

ilIいI山肌＝恒早川津溝では解決できないの

◆l＝てり．的税新支接調整官に対し事実の確

Ilチー・・＝町I＝／∴

頼困＝■ル頼凧附‘l－のTli実確認の努力もあって，

机紺占l代川人）のij■い分が正しいことが判明

l／ノれ　廟紺習は不・≠か現況調査にヌ寸する納税

J■1一椚＝畔照雄Ⅰこ刈し，「胃薬が足りなかった，

ll椚帖小木巨再来・1た」というだけで将が明かな

ル・J㍉ノ）イr．納規署友援調整官に対し所轄署は

州伸一・巨1ト㌣ある行儀竃した。

lカり．納札打文枝調整官には権限がなく，

∴l＝．卜ぐさないということであった。筆者

＝町帥神州捌州■i●を相手に謝罪を求め，結果的

l＝溝川り・榊たが，そこまでには2か月を要し

／、イ・′l巨〔ト信用・く，納税諸の税務行政に対する不

†i川中】か刑帰される結果となった。

の．I、うに，納税者支援調整官の立場は，課

伸小畑一誹l．＼上した機能を果たしているわけでは

い．拙吊．裸規庁との連絡・調整を行うもの

卜d j＼‾ないというのが実態である。

（主り神君の友人規刺士から相談を受け，共同の

代理人才こな・）て，友人のクライアントに対する

粧裾抑佃州l侶沌な〈6か月近くに及んでいる

J■．一上じ反面朋崩に誘導尋問等の不当・違法

性があるので，これらの是正を求めるべく所轍

署及び国税局の納税者支援調整官に対して抗講

攻二を送った。しかし，所轄暑は税務調悉の不

当・違法性には耳を傾けず，また納税者支按調

整官もその対応を所轄署に任せるだけで対応策

を帯ずることはなかった。この結果，所持，署は，

税務調査の最終段階の話し合いで納税者の主張

を聞き入れることなく一方的ともいえる更正処

分の意向を示し，その後，更正処分を行ったの

で現在国税不服審判所で審理中である。

このように，納税者支援調整官は，税務調査

に対する苦情申立てについて，具体的な対応策

を辞ずることがないということが実感である。

納税者支援網盤官は「納税者から寄せられた

苦情及び困りごとについて，納税者の立場に立

って迅速かつ的確に対応し，もって税務行政に

ヌ寸する納税者の理解と倍額を確保することが任

務」とされているが，現状ではト納税者の税務

調査に対する不満や苦情に対し的確に対応する

制度として機能していないといわなければなら

ない。

Ⅴ　納税者支援調整官制度の問題点

1　受理処理件数と制度の周知

納税者支援調整官制度が導入される前は，苦

情処理は税務相談室や捻務課で行われ，その処

理手続の内容について窺い知ることができなか

った。また，納税者の苦情申立てについての周

知方（PR）などもなされていなかった。

しかし，納税者支援調整官制度が導入された

後でも，この制度の趣旨や苦情処理方法等の周

知がなされていない状況にある。これは前記導

入前の税務相談室の処理件数と納税者支援調凝

官の苦情処理件数が共に300件台ということか

らも理解できる。

今後，制度の利用方法や処理状況を示しなが

ら制度の隠知徹底を図る方策を請ずべきである。

2　納税者支穣調整官の人選と権限

納税者支援調整官はすペての税務署に配置さ

れているわけではなく，配置されていないとこ
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ろは絶務課が担当しており，納税者支援調整官

の役割が十分であるとはいえない。また，その

人選に当たt）「定の資格審査など適切な登用手

続がなされているかどうか不明である。

さらには，その職務遂宥のためには，苦情申

立人が納得する事実確認と処理t解決のための

独立した調査権限と権威が必要である。この点

については，後述する韓国の「納税者保護官」

制度が参考になる。

3　謝罪の方法について

税務職員の対応・態度のまずさ，税務指導の

誤り，書類発送の誤りについては比較的謝罪を

行っているが，同じ誤りを繰り返さないための

適正な対処が求められる。とりあえず謝罪し，

その後対応すればよいということであれば本当

の謝罪ということにはならなくなる。

納税者支援調整官制度が周知されてくれば，

もっと多くの苦情申立てが予想されるが，経野

弁償や補償を含めた適切な謝罪の方法が検討さ

れなければならない。

4　年次報告と改善率項の公開

納税者支援調整官の苦情処理状況は，年次報

告するとともに，勧告や改善がなされた事項に

ついてはこれを公開すべきである。

ⅤⅠ韓国の「納税者保護官」制度

1　制度等入の背景

韓国では，1994年に行政一般に対する苦情処

理機関として首相の下に「国民苦衷処理委月

余」（韓国版オンブズマン）を設置している。

1999年9月から韓国国税庁は，第2の開庁と名

付けこれまでの祝着行政を納税者向けのサービ

ス中心に大きく改編した。税務署を訪れると1

階の納税者サービス・センターに目が注がれる

が，奥には納税者保護官量がある。そして，セ

ンターの中には日立つように1997年に制定され

た「納税者権利窟車」と1999年に制定された

「税務行政サービス窓車」の額縁が並んで掲げ

られている。

3g

税務行政改革促進の甘粕こは，（》国際競争力

の向上，（診情報化社会に対する能動的な対応，

③過去の歴史的権稚からの脱皮などが挙げられ

ている。韓国の納税者保謹制度を考案する場■合，

1996年の国税基本法改正に伴う納税老権利蓮華

の制定だけにとどまらず，1999年の税務行政改

革の持つ意義が大きいといわなければならない

（4）。

2　任務と人選

その任務は，税金の賦課徴収又は税務調査の

過程で，納税者の権益が侵害された場合や権益

が侵害されるおそれがある場合に，納税者が納

税者保謹官にその事情を訴えその救済を求める

ことにある。納税者が既に課税された税金にっ

いて見直しを求め，納税者が正しいと判断され

た場合は，取消し等もなされる場合があり，

「税務署の中の野党」という評価がなされてい

る匂

納税者傑態官ほ，国税庁の内規で全国の税務

署（99か所）に配置され，その数は107名（補

佐する職長が2～6名）となっている。

その人選は，業務処理能力や親和性などを基

準に侵終的に国税庁長により任命されるが，事

務官（管理職）昇進予定者を納税者保護官に任

命し，その中から納税者権益保護実績が優秀な

職長を選んで昇進させるインセンティプ制度を

導入した。この人選の方法ほ、この制度が納税

者に好評で早く定着した二理由の一つとされてい

る。

3　権　限

納税者保護官は，税務署長から独立して納税

者の立場に立って仕事ができる権限が与えられ

納税者保護活動が円滑に遂行できるように，次

のような権限が付与されている。

・税務調査中止命令権：重複調査，調査権濫用

等により納税者の権利が不当に侵害されたと

判断できる場合には，調査を中止させること

ができる。

・課税処分中止命令権：税法適用の誤り，事実

認識の錯誤等により不当な課税が予想できる
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り用・い‖，課税処分を中止させることができ

－、，■■

榊仙汀：動長権二違法不当な課税処分が確認

＝－り＝ト槻介には，職権でその是正を要求でき

刑期槻亀㈲：税務署内の租税の賦課・徴収に

揮＝‾…‾ペての昔類の閲覧ができる（ただし，

冊∫‥小の郡案と調査者手前の脱税情報事項は

軋外される。）。

一　瞥情処理の状況と効果

紬粧削冊紆珊腰が導入された1999年9月か

ト＝りトトぐの処理件数は，受付数10，236件のう

・　∴－∵∵∵．∵∵∴∴
糾叩頼り削仇処理率98．8％，是正率77．7％

一いよ・ィ・棉凍1の納税者保護官制度の評価

l汗＝l用い．．ちなみに，納税者保証官制皮

彗㌧l帖吊冊幽明の苦情処理数倍をみると，受

＝粧甘／州ト・処理率95％，是正率1％という

江湖ト→・′／し：から，導入後のこの制度の有効性

l．冊叫．－りIている（8）。

j／■．納税率保磯官制度の効果として，次の

lバ・■点かサけられている。

け■　4ニーニ叫棚は受付から処理結果の通知ま

拙帖醐摘腑が茸任を持ち，直接処置す

・■l・■．Lリて申立人が直接担当部層を探し

l‖け、川頼晰糾したこと。

l　ヤ‖付‖た常軌を第ヤ磯偲腰板移して処理

】・一手・矯正L，最初に苦情を受け付けた

舶－；／一朝凋圧で処理するようになったので，

申l）左＝Il－1分の苦情を大事にしている」と

い川棚㈹有醐椚消に対して抱くようにな
り㌧∴J

い　拙畑叫用などを認初から徹底的に検討

I∴冊削減刑しているので，同じ納税者が

い＝用■帖…ほることがなくなり，納税者の

什朝川さくを両期的に改尊したと評される

け　＝」描叫J‖り設けていることが分からない

机拙い・拙腑鶴穐官が自ら探し出して成領

こ■＝告トJト・トる小例があること。

⑤　市民団体，言論機関，政党などに毎＝佗話

をかけて納税の苦情を聴き出し，その常惜を

解決していることもあり，税務官署に則する

イメージも肯定的に改啓され，税務官署は無

条件に税金を徴収するところという否定的イ

メージが解消されていること。

⑥　納税者保護官は税務磯貝の課税処分の前後

にわたって飼与できる機能を持つので，税務

職員の誤謬賦牒を予防する効果があること。

⑦　誤謬賦課に対する行政訴訟などの権利救憐

手続に係る納税者及び観客層の時間と費用を

節約することができること。これにより，納

税者の延滞税などが節減できること。

VlI主要国の納税者保護官制度

主要国には既に納鶴者の苦情処理制度として

納税者保護官制度が存しているが，その概要は，

後掲する別表「主要国の納税者保遷宮（オンブ

ズマン）制度の比較表」に示したとおりである。

共通する特徴としては，納税者の権利を保障す

る納税者権利保磯制度が存していることである。

ここでは，前述した韓国を除き，米国，英国，

オーストラリアの納税者保護官制度の特徴を簡

単に紹介して参考に供したい。

1米　国（6）

・米国の納税者の権利保障法（IRS内国歳入

法）改正が3回にわたってなされていること。

・納税者の権利保革は納税者の苦情処理制度

機番オンブズマン）の充実と大きく関わっ

ていること。

・納税者救済命令の権限が必要なこと。

・税務オンブズマンを「納税者権利擁讃官

（Advocate）」へ改称したこと。

・IRS（内国歳入庁）の機構改革が必要だった

こと。

・歳入庁職月組合（労働組合）が抵抗したこと。

・司法の場でも納税者が不利にならない制度に
すること。

・納税者が議会公聴会で融三言したこと。

・大統領選挙で候補者に椚税者の権利宣言の必

要性を公約させたこと。
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（別表）主要国の納税者保護官（オンブズマン）制度の比較表
‾　‾　韓囲　　 － 米国 ＿ 美園 ドイツ イタリア

口 導入時期 19g9年 1979年

1gg6年く2 次改正）
2080年（3 次改正）

1g93年 拍伯年 2000年

6 根拠法 規則 納税者権利保障法 納税者喪章 議会関係法 納税者権利喪章法
（約祝着脚 條郡 鳳 納税者権利者章 納税者の権利宣言 税爺調査省令

3 担当官名 納税者保護官 全米納税者権利

擁護官（3 次改正）

アジエディケ一夕ー ぺデイチオン

（請願委員会）

税務オンブズマン

ロ 独立性 税務署内独立機関 lRS （内国歳入庁）か 法廷弁護±等民間か 立法府の議員 各州及び各県合謁

（担当者） ら完全独立 ら公募

（課税庁か ら独立）

（中立性） 性で自主運営

田 処理の対象 ・納税者の権利侵害 ・納税者の権利侵害 ・内国 歳 入庁，関 税務行政に対する不 礪 行政に対する

・税務行政に対する

苦情

税 ・消費税庁に対す

る苦情

・損害賠償金の支払
いの請求

満 苦情

6 権限 救済命令

是正要求等

救済命令 請求．勧告．報告書 提寡．勧告 勧告　 報告書

7 その他

救済機関

国民苦衷処理委員会 納税者救済市民委員
田

議会オンブズマン

フランス スペイン カナダ オース トラリア 日本

口 帝入時期 1976年 1998年 1968年

（ケベック州）

1995年 2001年

2 根拠法 メディアトウール法

（行政一般）

税額調査における納

税者憲章

納税者権利保障法 護民官沫 連邦オンブズマン法 財萌省組級規則

（静観看権利保護制度） 納税者権利憲章 納税者権利重言 納税者権利褒章 なし

3 担当官名 メディア トウール

（調停官）

納税者擁護官 護民官 連邦オンブズマン内

税務オンブズマン

納税者支撲調整官

4 独立性 国会謹昌幸から大統 納税者擁護官事務所 大学教授等州議会が 議会の下に置 く 税顧署聡農

（担当者） 領が任命 の苦情処理局 任命 独立機関 （独立性なし）

5 処理の対象 ・行政一般点検 ・納税者の権利侵害 州政府の行政の不当 税務行政に対する苦 税務行政に対する

・過誤行政の指摘 ・税務行政に対する

苦情

性 情 苦情

田 権限 勧告 文霞等提出

要求

勧告 勒告．立入り調査等 勧告，報告 連絡．調整

（解決権限はない）

7 その他

ー▼三完＝＝

国民擁証委員会

（注1）納税者保迷宮制度lも　税額の不雌を争う異議申立てや審査謂牒（不服申立て制度）とは異なり鋭葛執布に対す
る不満や苦情を取l）扱うものである。
（注2）本比較表は．湖東京至梅r世界の納税者権利麗輩j（2002年中小商工貴所究所刊）を参考に，筆者が加筆作成
した。

〔参考資料〕
長谷川博「オーストラリ7の税務オンブズマン軌跡こついて」（bttpノ／www山一lla班gaWa．net／aust－taX2．b【ml）

長谷川博「新設されたr納税者支援調整官J」についてJ（http：／／wl＼7W．h－hasegawa．nct／nouzeisya・SielltyOuSei．htm）
園部逸夫Fオンブズマン法J（1992年弘文堂）

・IRSを監視する第三者格闘（0versigbt

Board）が必要なこと。

・連邦税だけでなく州税にも納税者保謹法制が

必要なこと。

2　英　国（丁〉

・1967年に哉合オンブズマンが導入され，1993

年に税務オンブズマン制度（アジエディケー

ター）が導入されたこと。

40

・1986年に納税者憲章の制定後，納税者保護制

度が確立されたこと。

・アジエディケーター（税務菅情処理裁定者）

は，課税庁から完全に独立していること。

・苦情申立人に有利に解決している割合が高い

こと。

・課税庁の謝罪のあり方をエ失し，さらに納税

者に対する被害補償も行っていること。

・課税庁はアジエディケーターの勧告に従って
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いること。

一品ご汁二勺＝・次独幣を出して活動の評価を受けて

いんこと－，

8　オ丁ストラリア（8）

拙撒オンブズマン制度は，1995年の改正税法

■ト斬人された机1976年に連邦オンブズマン

は川服i上されており既に観執こ関する苦情も

描1ていたものをスペシャライズ（Special

l’ll嵐山Iviset－と呼ぶ。）したものである。

・1■　ノでマンの勢力が実を結んで，ATO

りl用川）lノ岬）企業文化（組織的文化）に変

帖れ／り－，れるようになったこと。

一川川用．人にイ一利に解決きれている割合が高

川　柳びにかえて

れか＝項粧凧＝れ友筏銅盤官制度ほ，韓国の納

＝＝肌研一潮腰と比校して，納税者を致済する

〆■】～J・再匪仙・怖根に基本的な違いがある。

頼lいぃI・川棚川根から独立して納税者の立場

l－1　．1か叩け〉かであり，また，その権限に

伊仙偏肌＝川棚．処分の中止命令権という納税

い1机1」1ィ：・…）の帆保措置が講じられている。

伸廿刺相川桐欄臓官制度にも納税者救済

舶…，いJ∴上た，炎国のアジエディケータ

り＝理川甘1■川舟－〉二して調停し勧告する権限

りノ∴石1いJ〉い　さ‘－，には，納税者への被害

刷州榊＝，附＝れているのが世界の潮流であ

1・・．i・「．肌蹴・パ▲の権利救済の聞題を解決

I・り」帖‥机相烏牒潤雄’に命令権や勧告権が保

折りり刃れいい沌い。

砧与‖り一汁l主上（，．那窄なことは，わが国の

拇．1川i．仁け机相打の欄利煤塵儲雇が存しないと

t・－1寸む★けl納税者の権利」や「納税

グー・■舶i馳Ilいう榊他仇保障がなされていない

il＝　ltこ丸∠．．．

ト机lい吊廿頼・打両地枠を世界的水準に高める

′和一I．t．さ卜J‘■囲相川別働沌改正して「納税者

刊細柑舟Ih吊油粕用の権利保護制度が妾

一　－りJそ■●‖J＝．川イ．むし、（○）。納税者の権利保

軍制度が確立されることにより，納税者支援調

整官の名称が「納税者保讃官」としで世肘l勺水

準に達することになるはずである。

〔注〕

（1〉　平成7年虎口税連公開研究討論会F税務行政子鹿岩

改革の課題且所収・第4撃「税穏に関するオンブズ

マン制度」参照。

（2）長谷川博「F納税者支援調整官J制度改革の必要

性」（税制研究46号2004年8月号）では，東京国税局
管内の平成14年7月から平成15年6月までの苦情処

理事案を紹介している。

（3）しかし，国税局や税務署の機構図をみると．納税

者支援調整官は特に規定されておらず税務相談の中

に位置している。くbttp：／／wⅦ軋nta．gO．jp／category／

out】ine／japaIleSe／fig／figOl．btロ1〉参月払

（4）詳しくは，湖東京王踊F世界の納税者権利憲軌

（2002年中ノJ、商工研究所刊）所収の拙稿・韓国舶参照。

（5）韓国の納税者保磯官の受付件数には，課税処分荊

適否審査溝求（処分前の審査手続）の件数も含まれ

ている。詳しくは，長谷川博「韓国の納税者権利保

護制度の現状」（税制研究45号2004年1月号）参軋

（6）許しくは，2OO4年5月のPete Sepp氏特別講演記

録「アメリカにおける納税者権利恕牽法制定の経線

と現状」（TCフォーラム　口約祝着権利憲章をつくる

会”）参照。

（7）詳しくは，rアジエディケーター・オフィス年次報

告蛍／1995年の概要Jくbttp：／／wwⅦ．b－hasegaⅦa．
□et／hase7」1tm〉参照。

（8）詳しくは，長谷川博「オーストラリアの税務オン

ブズマン制度について」〈bttpノ／www．b・basegalVa．
11et／allSt－taX2．ht1111〉参偲。

（9）日本版「納税者権利憲章」を含む「国税通Rll法改

正案」について，くhttp：／／www．h－hasegawa．net／j・
】くe□⊂ikerlSyO．htm〉参照．
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